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株式交換による株式会社日本精密金型製作所の完全子会社化に関するお知らせ 

 

株式会社アーレスティ（以下、アーレスティ）と株式会社日本精密金型製作所（以下、日本精密）は、平

成16年9月14日開催のそれぞれの取締役会において、株式交換によりアーレスティが日本精密の全発

行株式を取得し同社を完全子会社化することを決議し、株式交換契約書を締結いたしましたので、下記

のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 株式交換による完全子会社化の目的 

アーレスティは、現在日本精密の株式の 24.7％を保有し同社の筆頭株主であります。アーレスティの

浜松工場の操業開始に合わせて隣接地に同社が設立（昭和35年3月）されて以来、同社はアーレステ

ィにダイカスト用金型を供給し今日まで両社は緊密な取引関係を続けております。 

アーレスティの主要事業であるダイカスト事業において使用する金型は、アーレスティが金型設計を、

日本精密が金型製作を担っております。当社の主要顧客である自動車メーカーを中心にその開発期

間が短縮されてきており、今後益々短縮されることが予想されますが、アーレスティにとってこれに対応

していくことが課題の１つであり、IT を用いた構造解析、湯流れ解析、凝固解析、金型設計、金型製作

の一連の過程をより短縮していくことが必要であります。また、ダイカスト製品の品質及び生産性を向上

させるうえで金型は重要な要素の１つであり、より優れた金型を製作することが重要です。 

以上の状況を踏まえ、より優れた品質の製品の提供、製品開発期間の短縮のためには、両社の連携

をより強化することが必要であり、また、両社の経営効率を高めるためにも、アーレスティによる日本精密

の完全子会社化が最善であると判断いたしました。 

 

2. 株式交換の条件等 

(1) 株式交換の日程 

平成 16 年 9 月 14 日 株式交換契約書承認取締役会 

平成 16 年 9 月 14 日 株式交換契約書の締結 

平成 16 年 9 月 30 日 臨時株主総会基準日（アーレスティ） 

平成 16 年 12 月 21 日 株式交換契約書承認臨時株主総会 

平成 17 年 2 月 1 日 株式交換の日 



 

(2) 株式交換比率 

会社名 
株式会社アーレスティ 

（完全親会社） 

株式会社日本精密金型製作所

（完全子会社） 

株式交換比率 1 10.55 

1. 株式の割当比率 

日本精密の株式 1株に対して、アーレスティの株式 10.55 株を割当て交付します。ただし、ア

ーレスティが保有する日本精密の株式 75,000 株については、アーレスティの株式は割り当てま

せん。 

 

2. 株式交換比率の算定根拠 

アーレスティおよび日本精密はアーンストアンドヤングコーポレートアドバイザリー株式会社に

株式交換比率の算定を依頼し、その算定結果などを参考にして両社協議の上、上記のとおり合

意いたしました。 

 

3. 第三者機関による算定結果、算定方法及び算定根拠 

アーンストアンドヤングコーポレートアドバイザリー株式会社は、市場価値方式（アーレスティ

は市場株価平均法、日本精密は類似会社比較法による）、修正純資産法及びDCF（ディスカウ

ンテッド・キャッシュ・フロー）法による評価を行い、その結果を総合的に勘案して株式交換比率

を算定いたしました。 

 

4. 株式交換により割当交付する株式 

アーレスティは、日本精密との株式交換に際して、アーレスティが株式交換の日に保有してい

る自己株式（普通株式）のうち 2,415,950 株を割当交付します。 

 

(3) 株式交換交付金 

株式交換交付金は支払わないものとします。 

 

 



3. 株式交換の当事会社の概要 

平成 16 年 3 月 31 日現在 

(1) 商 号 
株式会社アーレスティ 

（完全親会社） 

株式会社日本精密金型製作所 

（完全子会社） 

(2) 事 業 内 容 
アルミ合金地金、ダイカスト製品、完成

商品の製造及び販売 
ダイカスト用金型の製造及び販売 

(3) 設 立 年 月 昭和 18 年 11 月 昭和 35 年 3 月 

(4) 本 店 所 在 地 東京都板橋区坂下二丁目 3番 9 号 静岡県浜松市桜台 5丁目 3番 10 号 

(5) 代 表 者 取締役社長 高橋 新 取締役社長 鈴木 弘 

(6) 資 本 金 1,691 百万円 266 百万円 

(7) 発行済株式数 17,800,670 株 304,000 株 

(8) 株 主 資 本 12,689 百万円 3,048 百万円 

(9) 総 資 産 49,211 百万円 3,866 百万円 

(10) 決 算 期 3 月 31 日 3 月 31 日 

(11) 従 業 員 数 905 名 88 名 

(12) 主 要 取 引 先 本田技研工業㈱ 

スズキ㈱ 

富士重工業㈱ 

日産自動車㈱ 

㈱アーレスティ 

本田技研工業㈱ 

アイシン精機㈱ 

ヤマハ発動機㈱ 

(13) 大株主の構成 

及び持株比率 

① ㈱日本精密金型製作所 9.0%

② 日軽産業㈱ 5.9%

③ 日本トラスティ・サービス信託銀行
㈱（信託口） 4.6%

④ ㈱みずほコーポレート銀行 4.3%

⑤ ㈱UFJ 銀行 3.8%

⑥ 本田技研工業㈱ 3.7%

⑦ 日本軽金属㈱ 3.6%

⑧ 日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口） 3.5%

⑨ スズキ㈱ 3.1%

⑩ 富士重工業㈱ 2.8%

① ㈱アーレスティ 24.7%

② 高橋利江 19.4%

③ ㈱牧野フライス製作所 9.9%

④ 高橋新 7.6%

⑤ 高橋冬彦 7.6%

⑥ ㈱シー・エス・フソー 6.3%

⑦ 小山鋼材㈱ 4.9%

⑧ ㈱清水銀行 4.9%

⑨ 寺尾峰一 4.3%

⑩ 辻村美佐子 3.1%

(14) 主要取引銀行 ㈱みずほコーポレート銀行 

㈱UFJ 銀行 

㈱三井住友銀行 

㈱清水銀行 

 

(15) 当事会社の関係 資 本 関 係 
アーレスティは日本精密の株式を保有（持株比率 24.7％） 

日本精密はアーレスティの株式を保有（持株比率 9.08％） 

 人 的 関 係 
アーレスティから役員 2 名（役員及び役員に準ずるものが兼務）

派遣、従業員 2名出向 

 取 引 関 係 アーレスティは日本精密からダイカスト用金型を購入 



(16) 最近 3 決算期間の業績 

単独 （単位：百万円） 

 アーレスティ 

（完全親会社） 

日本精密 

（完全子会社） 

決 算 期 
平成 14 年 
3 月期 

平成 15 年
3 月期 

平成 16 年
3 月期 

平成 14 年
3 月期 

平成 15 年 
3 月期 

平成 16 年
3 月期 

売 上 高 53,982 57,653 68,354 1,249 1,349 1,465

営 業 利 益 1,072 1,557 1,661 91 168 190

経 常 利 益 707 1,484 1,184 101 199 214

当 期 純 利 益 345 625 639 4 158 84

一 株 当 た り 
当期純利益（円） 

21.85 38.68 35.20 16.37 522.98 279.57

一 株 当 た り 
配 当 金 （ 円 ） 

6.00 7.00 10.00 80.00 80.00 80.00

一 株 当 た り 
株主資本（円 ） 

619.21 627.47 713.54 7,212.97 8,397.16 10,027.32

 

連結 （単位：百万円） 

 アーレスティ 

（完全親会社） 

決 算 期 
平成 14 年 
3 月期 

平成 15 年
3 月期 

平成 16 年
3 月期 

売 上 高 61,649 66,376 76,665

営 業 利 益 1,833 3,608 3,781

経 常 利 益 1,392 3,512 3,112

当 期 純 利 益 714 2,350 1,849

一 株 当 た り 
当期純利益（円） 

45.32 153.38 105.97 

一 株 当 た り 
株主資本（円 ） 

867.37 1,000.41 1,083.39 

 

4. 株式交換後の状況 

(1) 商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金 

 「3.株式交換の当事会社の概要」に記載の内容から変更はありません。 

(2) 業績に与える影響 

株式交換後の連結業績見通し （単位：百万円） 

 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 

連結売上高 88,300 （2,000） 90,000 （2,000） 

連結営業利益 5,000 （400） 5,300 （400） 

連結経常利益 4,280 （500） 4,500 （500） 

連結当期利益 2,700 （310） 2,900 （310） 

（注 1） 連結業績見通しは、同日付けでお知らせしている「連結子会社化に関するお知らせ」の 

連結子会社化の影響を含んでおります。 

（注 2） （   ）内は注 1による影響見込み額です。 

以 上 


